
機材工誌 2023年冬季号掲載 

脱炭素社会に向けて（Ⅲ）

　　　

　
株式会社ベンチャー・アカデミア

フェロー　工学博士

　安谷屋　武志



 
 
 

 

 

脱炭素社会に向けて（Ⅲ） 
 

 

株式会社ベンチャー・アカデミア 

フェロー 工学博士 安谷屋武志 
                                               

 
１．はじめに 

脱炭素社会に向けて懸命な努⼒をしている中で、
コロナ禍およびウクライナ侵攻まで巻き起こり、事
態は⼀層複雑化している。ロシアによるウクライナ
侵攻は世界を巻き込んでおり、この両国間の問題だ
けに留まらずエネルギー問題や⾷糧問題にまで発
展し、世界に⼤きな影響を及ぼしている。しかしこ
の脱炭素化問題も放置するわけにはいかずより難
しい局⾯に来ている。 

脱炭素の問題では真っ先に出てくるのが EV で、
⽇本はこれまでで欧州や中国と較べると導⼊が⼤
幅に遅れ、2021 の販売実績を⾒ても図 1 に⾒られ
るように他国と⽐べて極端に低い。これは脱炭素に
は HV で⼗分だという⽇本と考え⽅が⾃動⾞業界で
⽀配的だったためとされる１）。世界との格差はさら
に⼤きくなっている。これからも世界の予想は EV
の⼤幅な伸びが期待されている。そのような中で、
菅義偉前政権が「2050 年までにカーボンニュートラ
ル」を宣⾔し、これまでの考えを⼀変させた。すな
わち 2030 年度の地球温暖化ガス削減量をそれまで

の 2013 年度⽐ 26％から 46％に⼀気に引き上げら
れ、電源に占める再エネの構成⽐率⽬標は 2030 年
度で 22〜24％から 36〜38％に引き上げられてしま
った１）。果たしてこれらの⽬標に⼗分⽴ち向かうこ
とが出来るか注⽬される。 

 
２．各分野の課題と取り組み状況 
2-1 EV 

脱炭素を語るにはどうしても EV から始めなけれ
ばならない。これは EV 化すればその電源は現状の
⽕⼒、再エネ、原⼦⼒など多くの分野から⼯⾯でき
るし、今後さらに蓄電池の活⽤なども考えられるか
らであろう。遅まきながらトヨタを初めメーカー各
社も EV、ＰＨＶの購⼊可能な⾞種を発表した（図
2)１）。これで⼀応体制は整ったがここ数年の遅れを
果たして挽回出来るか。世界で⾒ると 2035 年には
約 5000 万台の EV 販売が予定されており、その内
欧州が 2200 万台、中国 1950 万台、⽶国 900 万台予

寄 稿 文 ２ 

図 1 世界の EV 販売⽐率（2021 年)１) 図 2 ⽇本で購⼊可能な⽇本制 EV と PHV１) 
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定されているが、⽇本はまだこの時点では正式な発
表は避けている（図 3）。⼤雑把には 2035 年では新
⾞発売（11000 万台）のうち約 4 割が EV に置き換
えられるという計算から算出している。このような
結果を捉えて⽇本メーカーの対応は、⽇本もまず⾞
種のラインアップ拡充を急ぐべきとの判断だった
ようだ。その結果が図 2 に現れたのであろう。中で
もトヨタの世界発売を EV350 万台、バッテリーを
含めて 8 兆円投資すると発表した３）。しかしその時
点でも HV や FCV との「全⽅位」で EV への特別配
慮はない。世界に先駆けて EV を輩出した⽇産は低
価格⾞サクラを、三菱も ek クロス EV を、ホンダは
2040 年までに新⾞発売はすべて EV、FCV とすると
発表した１）。 

⼀⽅、欧州ではメルセデス・ベンツは 2030 年に
も新⾞発売はすべて EV と宣伝、VW も 2030 年ま
でに欧州発売の 70％以上を EV との計画。中国では
2014 年からの⼤⼿⾃動⾞メーカーの中価格帯 EV の
ブームに続いて 2020 年以降の第 2 次 EV ブームに
沸いており、この次ブームは⽶テスラ上海の「モデ
ル 3」（⾼級⾞）が⽕付け役になったといわれる４）。
その後バイドウなど⼤⼿ IT 企業が⾼級 EV ⽣産に
乗り出し、⼤⼿国有⾃動⾞メーカーも⽴ち上げてい
るという。 

⽇本の⾃動⾞産業はガソリンエンジンで勝った
ため、ガソリンエンジンのサプライチェーンが構築
されており、これを切り捨てることはどうしてもで
きなかった。しかしテスラや中国ＥＶメーカーには
守るべきシステムや聖域が無い。この差が⽇本の開
発スピードを⼤幅に遅らせる原因になったいわれ

る１）。 

2-2 電⼒ 
政府の描く脱炭素戦略、2020 年経産省が発表した

「グリーン成⻑戦略」の要約版を図 4 に⽰す。CO2

実質ゼロ化の全体像は、①CO2 排出の 4 割強を占め
る電⼒を再エネ拡⼤などで脱炭素化、②その上で運
輸（⾃動⾞燃料など）や産業、⺠⽣分野でも電化を
すすめ、③対応しきれない産業・⺠⽣の熱分野では
CO2 排出ゼロ⽔素などを活⽤、さらにそれでも化⽯
燃料の残っている部分には植林などによる CO2 吸
収で対応する、という５）。 

個々の分野では、第⼀が太陽光発電と並んで再エ
ネの中核に位置づけれた洋上⾵⼒発電といわれる。
⽇本は四⽅を海に囲まれていながら洋上⾵⼒はま
だ商⽤化されていない。政府は 2030 年までに原発
10 基分に相当する 10 ギガワット、40 年までに 30
〜40 ギガワットを導⼊する⽬標をコミットした。 

こうした洋上⾵⼒の拡⼤により、50 年度の発電量
割合について、再エネ 50〜60％（19 年度 18％）、原
⼦⼒・⽕⼒＋CCUS（CO2 の回収・利⽤・貯留）30
〜40％、⽔素・アンモニア 10％とする参考値を掲げ
ている。第⼆が我が国の産業界が強みを持つ⽔素・
アンモニアの活⽤。JERA（東京電⼒と中部電⼒の発
電統合企業）は 20 年後半から⽯炭⽕⼒発電でアン
モニア混焼を開始し、徐々に混焼率を上げていくと
いわれる。それによりガス⽕⼒発電も⽔素に移⾏す
る。⽔素は他にも熱や FCV、⽔素還元製鉄などにも
活⽤され、使⽤量は膨⼤になると思われる。そのた
め商社や開運、造船業界などが⽶国、豪州、中東な

図 3 世界の EV ⾞対応２) 図 4 CO2 排出ゼロへの転換イメージ 
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どから⼤規模な⽔素・アンモニア輸⼊を⽬指すこと
も盛り込まれている。第三が⾃動⾞・蓄電池。欧⽶
中を追う形で⽇本政府も今回、35 年の純ガソリン⾞
販売禁⽌（HV を除く）を打ち出した。HV に強みを
持つ⽇本⾞が今後どんな時間軸で EV シフトを加速
出来るか焦点だ。 

2-3 蓄電池 
蓄電池といえば今ではリチウムイオン電池が真

っ先に出るが、つい最近まで鉛蓄電池やニッケル⽔
素などが主流であった。リチウムイオン電池の研究
は 1970 年代よりあるが、現在の形が出来てきたの
は 1980 年オックスフォード⼤学のノーベル化学賞
受賞者ジョン・グッドイナフと⽔島公⼀らによるコ
バルト酸リチウム（LiCoO2）を正極材としての提案
だといわれる。その後ノーベル化学賞受賞の吉野彰、
⽩川秀樹らが炭素素材を負極として提案すること
でリチウムイオン⼆次電池の基本が確⽴したとい
われる。これで正極にコバルト酸リチウム、負極に
炭素素材を⽤いるリチウムイオン⼆次電池が出来
上がった。電解液は⽔溶液系ではリチウムによって
電気分解するため使えず、⾮⽔系電解質が使われる。 

リチウムイオン電池の特徴は、従来のバッテリー
に使われていた鉛蓄電池と⽐べ、エネルギー密度が
濃く、⼩型・軽量で⻑寿命（8〜10 年）、⾃⼰放電も
少なく、急速充電も可能といわれている。 

しかし、従来の電池は電解質が液体であるため、
電解質の蒸発、分解、液漏れといった問題が付きま
とっていた。電解質の固体化は開発者達の積年の課
題で、なかなか実⽤化には⾄らなかった。しかし近
年 EV の普及で開発が活発化して実⽤化の⽬途も⽴
ってきた。全固体電池の構造を図 5６）に⽰すが、期
待される点は次の⼆点といわれる。⼀つは既存のリ
チウムイオン電池では可燃性溶媒の電解質が使わ

れており、条件がそろえば⽕災事故につながる。電
解液の代わりに不燃性の固体電解質を使えばその
リスクは⼤幅に低減する。⼆つ⽬は電池の冷却シス
テムの省略。液系電池では−30℃〜50℃、特に 50℃
以上の⾼温域では電池の劣化を加速させていた。こ
れに対し固体電解質では 100℃以上の⾼温域でも使
え、かつ⾼温域ではイオン電導性も⼤きくなるため
性能も向上するといわれている６）。 

リチウムイオン電池、全固体電池などの基礎研究
は確かに⽇本が圧倒的に強かったが、実⽤化段階に
⼊ると様相は⼀変してしまった。図 6７）に 2018 年
度の⾞載電池メーカーの出荷量を⽰す。今や世界で
戦える国産電池メーカーはパナソニックしかいな
い。完全に出遅れた⽇の丸電池のサプライチェーン
に対し、今更「巨額の⾎税」を投⼊することに正当
性があるかといわれている７）。図 7 に EV シフトを
明確化している欧州各国の⾞載⽤電池⼯場の設置
計画をまとめた２）。重い蓄電池を対象地域から運ぶ
⾼い輸送コストを避けるためにも欧州での蓄電池
製造は必要となる。 

図 5 既存電池と全固体電池の相違 図 6 ⾞載電池の出荷状況 
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2-4 鉄鋼 
最近よく「⽇本の鉄鋼は⽣き残れるか」、「⽇本の

鉄が⽣き残る道」などという⾔葉が⾶び交う。よく
知 ら れ て い る よ う に 、 鉄 は ⾼ 炉 に お い て 鉄 鉱 ⽯
（Fe2O3 など）をコークス（C）により還元して造ら
れる。この⽅法では原理的に⼤量の CO2 排出は避け
られない。これに対して脱炭素の切り札と考えられ
ている⽅法が「⽔素還元法」である。ここではコー
クスの代わりに⽔素（H2）を使うため排出ガスは⽔
（H2O）のみである。⼀⾒うまく解決したように思
わるが、簡単ではない。最⼤の課題は⽔素による鉄
鉱⽯の還元が吸熱反応であるから。つまりこの反応
を継続して⾏うには外部からの 1500℃以上の⾼温
加熱が必要であること。次の問題が膨⼤な⽔素の調
達。⽇本の年間粗鋼⽣産約 1 億トンのうち鉄鉱⽯か
ら造られるのは 7500 万トン。すべてを⽔素で還元
するには約 700 万トン必要といわれる。2017 年時
点で⽇本でのエネルギーとして流通している⽔素
は年間 200 トンといわれる。次の問題が⽔素の価格。
現⾏の⽔素価格の少なくとも１/10 に下げなければ
コスト競争⼒で⽯炭に太⼑打ちできない。これは
2050 年の政府⽬標のさらに半分の⽬標といわれる。
さらに⽔素還元には既存の⾼炉が使えないため、⽔
素還元⽤の新しい⽣産設備が必要になる。これまで
の⾼炉への投資は損失になるうえ、新しい炉への投
資が膨⼤になる。2050 年までにすべての⾼炉を⽔素
還元に置き換えることは不可能で、さまざまな技術

を組み合わせて CO2 排出を抑えていくとになると
みている。ちなみに既存の⾼炉を 1 基⽔素⽤に転換
するには数兆円が必要といわれている。それでも⽇
本鉄鋼業界は 2030 年代の⽔素製鉄の技術確⽴を⽬
指している。⽇本鉄鋼メーカー各社の⾼炉設置状況
を図 8８）に⽰す。全国に散らばっているこれらの⾼
炉をすべて⽔素製鉄化することは現時点では考え
ていない。最近 SSAB（スウェーデンの鉄鋼メーカ
ー）が「⽔素還元製鉄」を発表したので、その時の
概略図を図 9９）に⽰す。 

もう⼀つの CO2 排出量削減法が鉄スクラップの
利⽤拡⼤である。すでに還元プロセスを経た鉄スク

図 7 蓄電池⼯場と化した欧州 

図 8 国内鉄鋼各社の⾼炉の実働状況 
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ラップからの製鉄は⾼炉法に⽐べて排出量は約１/
４。ただし国内 1 年間で発⽣するスクラップ約 3000
万トンの⼤半はすでに利⽤され、800 万トンが輸出
されているといわれる。この輸出されている鉄をす
べて電炉⽅に回しても量的にとても⾜りない。さら
にこのスクラップ鉄活⽤のもう⼀つの問題は、スク
ラップ中に含まれる不純物の処理である。電磁鋼板
や超ハイテン材など⾼級鉄製品には不純物の制約
が⼤きく、現状では製造できないといわれる。 

なお排出される CO2 は CCUS（CO2 を回収し利
⽤・貯蔵する技術）で相殺することも必要になる。
ただし⽇本では貯蔵・利⽤はコストのハ―ドルが⾼
く解決出来そうにないといわれる。 

2-5 ⽔素、アンモニア化 
脱炭素といえばまず⽔素の活⽤だ。その製造法を

図 10 に⽰す。現在世界に流通している 99％は「グ
レー⽔素」といわれる。天然ガスや⽯炭などから造
られるが、過程で CO2 を⼤気中に放出するため、環
境への負荷が⼤きい。そこで脱炭素時代に注⽬視さ
れているのがまず「ブルー⽔素」だ。天然ガスや⽯
炭などを燃焼させて⽔素を取り出し、CO2 は地中な
どに貯蔵するもの。しかし CO2 を完全に地中に閉じ
込められるわけではない。もう⼀つが太陽光や⾵⼒
など再⽣可能エネルギー由来の電気を使い、⽔を電
気分解してつくるのが「グリーン⽔素」だ。CO2 は
出さないため温室効果ガスの排出量と吸収量を均
衡させる「カーボンニュートラル」に向けて最も有
効とされる。しかし問題はグリーン⽔素のコストだ。
現時点で 1 キロ当たりの平均⽣産コストはブルー⽔
素の 2〜4 倍。ブルーと同程度にまで下がるのは
2040 年頃と英資源調査会社は推計している 10）。 

⼀⽅、政府は国内での⽔素の使⽤量を 2030 年時
点で 1000 万トン規模とする⽬標を⽴て調整に⼊っ
ている。2050 年の温暖化ガス排出実質ゼロにするた
めには CO2 排出のない⽔素の活⽤が不可⽋で、欧州
や中国も⼒を⼊れ始めた 11）。発電や燃料電池向けの
燃料として利⽤を増やし、コストを引き下げて普及
につなげる。政府が 2017 年にまとめた⽔素基本戦
略では 2030 年時点で 30 万トンの⽔素を使う⽬標を
⽴てている。30 万トンは原⼦⼒発電所 1 基分に相当
する 100 万キロワットの発電所をほぼ 1 年間稼働さ
せられる量になるという。1000 万トンなら 30 基以
上稼働できる。問題は先ほど触れたように製造コス
トだ。1N ⽴⽅メートル当たり 100 円程度に対し、
液化天然ガスの同 13 円を⼤幅に上回っている。政
府は今後⾒直す⽔素基本戦略で、2030 年⽬標を明確
にする。なお図 11 に国内の⽔素戦略に強く関わる
主なメーカーとその取り組みを⽰す 11）。 

2050 年までに温暖化ガス排出の実質ゼロを⽬指
す⽇本の切り札として、アンモニアへの注⽬が集ま
っている。燃やしても CO2 を出さず、すでにある輸
送⼿段や貯蔵設備を使えるメリットも多い。化⽯燃
料に代わる「夢の燃料」を巡っては⽔素への期待が
先⾏するが、⽇陰の存在だったアンモニアが「現実
解」として主役の座に躍り出ようとしている。当初
は⽔素の運搬役としての使い道が期待されていた
が、燃料としての扱い易さが⽬に留まった。常温常
圧では気体で、−33℃で液化する。−253℃で管理す
る液体⽔素に⽐べ、はるかに運び易い。コストも、
経済産業省などの試算ではアンモニアだけの「専焼」
の発電コストはこれまで 1KWh 23.5 円で同 97.3 円
（20 年時点）の⽔素より安い。それでも「⽔素と主

図 9 SSAB の⽔素還元製鉄と⾼炉法の⽐較 

図 10 主な⽔素の種類と製造法 10) 
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役を交代」と⾔い切れないのは供給の不安があるた
め。アンモニアは「ハーバー・ボッシュ法」という
20 世紀初めに開発された⾼温⾼圧法で今でもつく
る。⽣産設備が限られ、急に流通量を増やせない 12）。 

新しいアンモニアの製造法が国内でも研究され
ている。「空気と⽔」から直接つくる⽅法に挑むのが
⻄林仁昭⽒（東京⼤学教授）。⻄林仁昭⽒の⼿法は再
⽣可能エネルギーで作った電気を使い「⽔と空気」
を反応させるというもの。細菌が持つ機能を再現で
きれば、常温常圧の空気中の「窒素ガスと⽔」から
アンモニアをつくることが出来るという 13）。 

３．おわりに 
これまで想いつくままに、（Ⅰ）では「新型エネル

ギー時代の幕開け」で⽇本が世界に先駆けて開発し
た FCV を中⼼に HV、EV の登場および、官⺠⼀体
となってのこの快挙を称えあった。ところが海外で
は FCV への評価がほとんどなく、EV および PHV
が評価され完全に⼆極化した。（Ⅱ）では「脱炭素社
会」という⾔葉の誕⽣時期を考えると共に、CO2 排
出量が地球温暖化に起因しているとこを述べ、世界
および⽇本の CO2 排出量の現状を述べた。（Ⅲ）で
は⾃動⾞のみではなく、電⼒、鉄なども含めた広範

囲の脱炭素への取り組み状況を述べ、さらに対応策
として有⼒視されている⽔素およびアンモニア化
の現状についても述べた。 

｢脱炭素」という⾔葉がよく使われるようになっ
てからの、マスコミ界を⼤きく賑わした時期は 3 段
階あったと思われる。まず、ステージ１）トヨタに
よる FCV の開発・発表、官⺠⼀体となった⽔素社会
の⼀⼤キャンペーン（ʼ14〜ʼ15）。ステージ２）とこ
ろが海外がついて来ないので、トヨタが EV も⼿掛
けると⼤きく⽅針転換し、マスコミ界も⼤変⾝（ʼ17）。
ステージ３）⽇本、世界とも EV 中⼼でほぼ落ち着
いたが、トヨタは焦燥中（ʻ17 後半〜）。この間国内
はほぼトヨタの動きに左右されていたが、政府の動
きも鈍く、世界の EV ⼀直線の対応に対して 2、３
年の遅れを取ったように思われる。EV 化における
最⼤の課題は優れた電池の開発にあると思う。この
技術も元々は⽇本が先端を⾛っており、特に今話題
になっている全固体電池では、トヨタ、パナソニッ
クを中⼼に進められてきたと思うが、ここ 1，2 年
ほとんど進展が⾒えない。その間中国勢が⼤きく進
出して、EV の売り上げ上位を独占してしまった。果
たして今後⽇本が EV ⽣産でトップになれるのか？ 
TV、スマホなどと同様、また中国・韓国の後塵を拝
することになるのか。原⼦⼒発電の取り込みをどう
するか、⽔素製鉄などに⼤⾦をかけて進めるのか、
本当に⽔素社会になるのかなど、基本をしっかり考
えることが⼤切でないのか。新しいことを始めるこ
がだけが⼤切ではない。 
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